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研究の目的
エネルギーシステムの定量的な評価ツールを提供する。

特徴1 動的過程を考慮（人口減による需要変化（S2）、技術の進展（S2）、導入技術のリ
プレース(S3)）、特徴2 制約条件の検討（リスク評価(S1)）、特徴3 統合的解析（S5)
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原子力発電

太陽光発電

S1：エネルギー

技術のリスクの評
価と解析

エアコン
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S2: リスク評価に基づく技術ロードマップ検討
技術ロードマップ検討

太陽光
風力
地熱
ＥＶ等

リスク評
価結果

S1

需要量予測

個別技術
のCO2排
出量・各種導入実

績データ

・各種導入ポ
テンシャル評
価

時間変動・
季節変動

S3
シナリオ設定

各技術導入の
有無や割合
(家庭、業務、
運輸等)

S4,S5

C
O

P

・時間、季節変動実績
データ

・人口統計による予測
値(総務省)
・GDP成長率一人当
たり +1%/年
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オプション：
人口変化・GDP変化・
水素製造・次世代自
動車・厨房使用・灯
油使用 etc.
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S3:エネルギーシステム評価研究
既存設備の
設備廃棄

燃料価格

発電技術特性

電⼒需要（S2から）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

0 5 10 15 20 25

需
要

[G
W

]

ピーク⽇

夏・春/秋・冬
平⽇・休⽇

設
備

容
量

[G
W

]

40%

45%

50%

55%

60%

2010 2020 2030 2040 2050

⽯炭
LNG
⽯油
LNG複合

発
電

効
率

[%
] 設備コスト

発電効率
負荷追従率
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運転費率

各種時系列データを⼊⼒とし、2050年までの電源構成のあり⽅を定量化
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・線形計画法により
⽬的関数最⼩化
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S4：低炭素化効果の評価

発電量 [GWh]
CO2排出量 [t-Carbon]
CO2排出原単位 [t-C/kWh]
総発電コスト [100万円]
発電原単位 [円/kWh]

0

20

40

60

80

100

120

140

2010 2020 2030 2040 2050

S3（電力供給Best Mixモデル）
エ
ア
コ
ン

C
O

P変
化

S2（需要予測モデル）
Scenario設定
個別技術の性能・CO2排出係数

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

1995 2015 2035
0

5

10

15

20

25

2009 2025 2040

発送電のCO2排出係数

FC
導
入
台

数

80000

130000

180000

230000

280000

330000

380000

430000

480000

2010 2020 2030 2040 2050

ベース

低温排熱利

用：

70⇒78 %

産業分野

80000

100000

120000

140000

160000

180000

2010 2020 2030 2040 2050

ベース

厨房の電化：

20⇒80 %

灯油の電化，

COP=4.2維持

灯油の電化，

COP=4.2⇒6.3

家
庭

C
O

2排
出

量
[k

t-C
O

2]

産
業

C
O

2排
出

量
[k

t-C
O

2]家庭分野

○ 各技術の低炭素化効果の定量的把握・貢献性評価

厨房の電化（=オール電化）の
低炭素化効果は小さい（家庭分野▲0.4 %）

低温排熱利用の促進は
低炭素効果が大きい
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推進研究
グループ連携

社会との連携

S1

S2

S3

S4

国民との対話（2回）

• 原子力漸減に対
する対応

• エネルギーコスト
への配慮

AD会合（2回）
• 技術のボトルネック
の明示

• 各エネルギー技術の
低炭素への貢献性

• 経済性

S5統合解析

解析結果より未来のエネルギー技術提案
• 導入実装技術項目の提示
• 実装技術の導入によるCO2削減効果
• エネルギーコスト変化の予測
• エネルギー源の代替とその影響
• 再生可能エネルギー導入の課題

S5: 未来エネルギーシステム提案

外部有識者会合1回、

学会企画シンポジウム
3回
研究会9回
出版活動 1冊
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統合解析条件

分野 検討項目

運輸
自動車（ICE,HV,PHV,FCV,EV）
鉄道、航空機、船舶

家庭・業
務

SOFC、ガス厨房機器、ガス給湯

器、太陽熱給湯機、電気エアコ
ン

産業

自家発電、農業プロセス改善、
クレーン・モーター改善、鉄鋼プ
ロセス、化学再生発電、蒸留・
膜ハイブリッド、低温排熱利用

発電方
式・一次
エネル
ギー源

火力（LNG‐GCC,LNG‐火力,石油、
石炭、揚水）

再生可能（水力、太陽光、風力、
地熱）
原子炉（軽水炉、高温ガス炉）

基本進展 積極進展

人口変化 人口統計に準拠
GDP変化 一人あたり年1%成長
自動車 燃費向上 有
自動車 域内FC+EV割合 0 80%(2050)
自動車 遠距離FC割合 0 80%(2050)
家庭 厨房電化 0.2 80%(2050)
業務 厨房電化 0.2 80%(2050)

家庭 灯油の電化 0

東北以北
50%(2050)
関東以南

80%(2050)

業務 灯油の電化 0

東北以北
50%(2050)
関東以南

80%(2050)
軽水炉 運転終了 再起動＋40年運転で終了

高温ガス炉 基数(2050) 0 11

需要側シナリオオプション例（2050年目標）検討技術項目
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電力供給側シナリオオプション例
燃料コスト a.新政策シナリオ b.現状外挿
発電技術コスト a.従来型コスト b.⾒直しコスト（コスト等検証委員会）
設備償却期間 a.⼀定 b.変更
定期点検 a.現状⼀定 b.将来⾒直し
供給予備率 a.従来（8%） b.⾒直し

原⼦⼒発電 a.再稼働・新設無 b.再稼働無 c.新設あり
⽯炭⽕⼒ a.制約無 b.⼀定量使⽤ c.CCS
⽯油⽕⼒ a.増設無 b.⼀定量使⽤
LNG⽕⼒ a.制約無
LNG複合⽕⼒ a.制約無
⽔⼒ a.⼀定容量を確保 b.廃棄・新設考慮
揚⽔ a.⼀定容量を確保 b.廃棄・新設考慮
蓄電技術 a.なし b.次世代⾃動⾞ c.設備新設
地熱発電 a.5GWまで漸増 b.廃棄・新設考慮
太陽光発電 a.現状維持 b.150GW導⼊ c.400GW導⼊
⾵⼒発電 a.現状維持 b.30GW導⼊
炭素税 a.考慮せず b.考慮（低位） c.考慮（⾼位）

⻘字は計算済事例
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統合解析結果：需要側予測

図 実装技術による総合GHG削減効果の計算例

(a) 基本ケース
（標準的な技術向上あり）

（b）積極進展ケース（実装可能技
術を積極的に導入）

▼15.0%
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▼34.4%

実装可能技術の積極導入で34%までCO2削減が可能
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(2)積極進展ケースにおいて再生可能エネルギーを積極導入
（PV 150 GW, 風力 32 GW)した場合の電力供給構成

統合解析結果：電力供給側

図 積極進展ケースに対する電力ベストミックス構成の計算例（PV/風力の影響）
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(1) 積極進展ケースにおいての電力供給構成（在来発電が主の場合）
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まとめ
実装可能性を判断基準とした2050年までのエネルギー技術
の導入によるエネルギー需要変動、二酸化炭素排出削減効
果を評価できるツールを開発した。
– エネルギー需要・供給・省エネ技術に係る様々なオプションを設定し

たシナリオ解析を実現
– 実装可能なエネルギー技術が進展し積極的に導入されることで、3割

以上のCO2排出の低減が可能。産業排熱回収、次世代自動車導入、
灯油の電化などが有効。さらに太陽光、風力発電の導入で4割まで低減
が可能。

– 原発再稼働、40年で廃炉の場合、電源構成の最適化により低炭素
化が可能であるが、発電単価上昇が課題。

– 火力発電については高効率な発電装置への置換が重要。
– 様々なシナリオ解析に基づく課題抽出・政策提言が可能。
例）再生可能エネルギー大規模導入時

・電力貯蔵技術が必須
・垂直統合型の電力会社経営は困難
⇒電事法・固定買取制度の

見直しが必須

全国の
揚水発電

24GW

150 GW
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ご清聴ありがとうございました。
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